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１．事業概要

（１）

① 施　設

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

最適化：令和２年度に、事業の継続に向け、より効率的に整備を進めるため、公共下水道の全体計画区域を
縮小しました。
事業計画変更　実施年度：令和２年度
　　　　　　　　    概要：汚水全体計画区域を2,097haから1,382haに縮小（雨水のみの区域を含めた全体計画
                              区域は1,556ha）
　　　　　　　　　　　　   事業計画区域を汚水は915.5haから983.6ha、雨水は437.7haに拡大（重複面積あり）
　　　　　　　　　　 　　　事業計画期間を令和９年度末までに延伸

13.8人/ha
（1,723人、125ha）

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

無し

処 理 区 数

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

平成９年度
（23年）

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

処 理 場 数

１（高千穂処理区）

霧島市下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 　　霧島市

事 業 名 ：
　　公共下水道事業（公共）
　　特定環境保全公共下水道事業（特環）

■公共

改 定 日 ：

一 部 文 言 修 正 ：

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

平成７年度
（25年）

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

平成31年４月１日
全部適用

１（牧場クリーンセンター）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

該当なし

■特環

平成31年４月１日
全部適用

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 区 域 内 人 口 密 度
45.5人/ha
（40,663人、893.1ha）

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

無し

処 理 区 数 １（国分隼人処理区）

処 理 場 数 １（国分隼人クリーンセンター）
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② 使　用　料

1,650 円 1,736 円

1,650 円 1,897 円

1,650 円 1,882 円

1,450 円 1,669 円

1,450 円 1,935 円

1,450 円 1,928 円

③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

事 業 運 営 組 織

平成元年度　国分・隼人公共下水道組合を設立。（公共）
平成４年度　 牧園町建設課で「下水道基本構想」を策定。（特環）
平成17年度　市町合併に伴い、霧島市建設部下水道課を設置。
平成25年度　牧園総合支所産業建設課下水道グループを廃止し、本庁下水道課に集約。
平成29年度　上水道部門と統合し、水道部を改め上下水道部を設置。
令和２年度　 下水道課下水道業務グループを廃止し、雨水グループを設置。上下水道総務課に水道事業と下水道事業の事務
を集約。

令和２年度 令和２年度

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

使用料収納業務（平成16年度に上下水道徴収一元化開始、平成30年度に包括的委託開
始）、処理場維持管理業務、汚泥処理業務、下水道台帳作成業務、汚水管路清掃業務、
水質分析業務ほか

 イ　指定管理者制度 該当事項はありません。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 該当事項はありません。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成30年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料（税抜き）をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

職 員 数

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料に従量使用料を加算した二部使用料制
基本使用料　350円
従量使用料　10㎥まで　50円　　　　　　　10㎥超20㎥まで　60円      20㎥超30㎥まで　80円
                   30㎥超40㎥まで　90円     40㎥超50㎥まで　100円　　50㎥超100㎥まで　120円
　　　　　       100㎥超　125円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般家庭用体系と同じ

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般家庭用体系と同じ

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

公衆浴場　１㎥につき10円

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成30年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料に従量使用料を加算した二部使用料制
基本使用料　350円
従量使用料　10㎥まで　55円　　　　　　　10㎥超20㎥まで　75円      20㎥超30㎥まで　85円
                   30㎥超40㎥まで　95円     40㎥超50㎥まで　105円　　50㎥超100㎥まで　115円
　　　　　       100㎥超　120円

令和２年度 令和２年度

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

該当事項はありません。

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

該当事項はありません。

令和元年度

平成30年度

令和元年度 令和元年度

実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成30年度

令和元年度

■公共

■特環

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

公衆浴場　１㎥につき10円

上下水道部　　　　　職員１人：部長
　上下水道総務課　職員３人：課長、事務系　２人
　下水道工務課　 　職員14人：課長、事務系　２人、技術系　８人、会計年度任用職員　３人
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（３） 経営比較分析表を活用した現状分析：別紙「経営比較分析表」のとおり

２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

　右のグラフは平成27年度から令和２年度までの実績値と令和3年度
から令和12年度までの予測値を表しています。

①公共
　公共については令和22年度までに488.9haの整備を実施する予定で
す。予測値は令和２年度に変更を行った「霧島市国分隼人公共下水道
全体計画説明書（汚水）」の下水道計画区域と下水計画人口に基づ
き、試算しました。

　下水道計画区域：1382ha　　下水道計画人口：47,750人

　今後整備する面積と今後増えると予想される供用開始人口をもとに
処理区域内人口密度を試算しました。

　今後の整備面積　　　　1382.0-893.1＝488.90ha
　今後の供用開始人口　47,750-40,663＝7,087人
　処理区域内人口密度　7,087人÷488.9ha＝14.5人/ha

　この人口密度に毎年計画されている整備面積をかけて増加人口を
試算することとしました。
　増加人口＝増加面積×14.5人/ha

　人口増加率については全体計画で下水道計画人口を算定する際に
考慮されています。

②特環
　特環の整備面積は直近の予定としてはありません。そのため平成27
年度から令和２年度までの霧島市人口統計の大字別人口の牧園町三
体堂地区、高千穂地区の人口増加率の実績値平均97.58％を１年間
の供用開始区域人口の増加率として試算しました。

使用料収入の見通し

補足事項等なし

処理区域内人口の予測

有収水量の予測

使用料収入の推計にあたっては、（２）で見込んだ有収水量に使用料単価を令
和４年度に125円/㎥、令和９年度に150円/㎥に段階的に改定（値上げ）する予
定として算定しました。

　使用料収入＝有収水量×使用料単価

　供用開始区域の拡大により有収水量が増加し、段階的な使用料の改定により
使用料収入も段階的に増加する予測となっています。

　右のグラフは平成27年度から令和２年度までの実績値と令和3年度
から令和12年度までの予測値を表しています。

　令和３年度から令和12年度までの予測については
①（１）処理区域内人口の予測で出した人口に水洗化（接続）率をか
け、水洗化（接続）人口を試算。
②①で出した水洗化（接続）人口に平成27年度から令和２年度までの
汚水量原単位の平均値（国分隼人処理区が330ℓ/人・日、高千穂処理
区が470ℓ/人・日）と365日をかけて有収水量を試算。

　有収水量＝水洗化（接続）人口×汚水量原単位×365日

　汚水量原単位には国分隼人処理区の工場排水の流入、高千穂処理
区の観光地での宿泊者等の排水の流入を見込みました。
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（４）

（５）

３．経営の基本方針

２　雨水
①新設事業
　当面（５年）・中期（10年）・長期（20年）にわたる浸水対策を実施すべき区域や目標とする整備水準、施設整備の方針等の基本的な事項を定めた「霧島市雨水管
理総合計画」に基づき、令和22年度を目途に重点対策地区４ブロック（国分中央、隼人町見次、姫城、日当山）の効率的かつ段階的な対策施設整備を実施しま
す。

施設の見通し

組織の見通し

　今後も管渠の拡張等の新設事業を行い、同時に施設の更新事業も多くなることから必要な組織、人数を維持します。

１　基本方針
　第二次霧島市総合計画の基本方針（政策）である　「みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり」を実現するため、下水道事業の着実な進捗を図ること及び
下水道の普及を推進することで、良質な住環境の整備と災害に強い防災基盤の整備を行います。

２　経営方針
　（１）汚水処理人口普及率の向上
　　　各地域の地理的、社会的特性に応じた整備手法を検討し、早期の普及率向上に努めます。
　（２）水洗化促進（接続率の向上）
　　　広報、訪問等のPR活動を実施し、早期接続を促進します。
　（３）施設管理の最適化
　　　予防保全等を実施し、適切な更新と財政の健全性を両立させた効果的・効率的な更新に努めます。
　（４）経営基盤の強化
　　　定期的に使用料の見直しを行い適正な収入の確保を図りつつ、経費削減の手法を検証し、効率的な事業運営に努めます。
　（５）雨水対策
　　　「霧島市雨水管理総合計画」に基づき、雨水対策施設整備の事業を実施します。

１　汚水
①新設事業
　国分隼人処理区の整備面積拡大により、全体計画の残りの489haの整備を実施し、有収水量の増加に対応するため、処理場等の増設を計画しています。

②更新事業
　「霧島市下水道ストックマネジメント計画」に基づき、令和３年度から管渠、処理場等の更新工事を実施し、今後も５年ごとにストックマネジメント計画を見直しなが
ら点検、調査により腐食や破損等の現状を把握し、リスク評価を行うことにより優先順位をつけて、計画的な維持管理を行います。
　管渠等は標準耐用年数が50年、マンホール蓋は車道部及び歩道部がそれぞれ15年、30年となっており、最も古いもので経過年数が32年となっていますが、これ
まで更新は行っていません。
　処理場等施設は主にポンプ類、ブロア類及び計器類の耐用年数がそれぞれ10年、20年、15年であり、すでに耐用年数が経過した設備が多い状況となっていま
す。将来的には老朽化の時期が集中するため、多額の維持管理費（点検・調査費、更新費）が必要となることが想定されます。下水道施設の機能を損なうことなく
適切に維持するために更新事業を計画的に実施します。
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

① 収支計画のうち投資についての説明

（２）雨水
①新設事業
　当面（５年）・中期（10年）・長期（20年）にわたる浸水対策を実施すべき区域や
目標とする整備水準、施設整備の方針等の基本的な事項を定めた「霧島市雨
水管理総合計画」に基づき、令和22年度を目途に重点対策地区４ブロック（国分
中央、隼人町見次、姫城、日当山）の効率的かつ段階的な対策施設整備を実施
します。

投資・財政計画（収支計画） ： 別紙のとおり

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

目　　　　　　　　標

１汚水
（１）新設事業
　令和２年度に事業の継続に向けより効率的に整備を進めるため国分隼人処理区の汚水全体計画を見直し、全体計画区域を
縮小しました。今後も「霧島市公共下水道事業計画」、「霧島市特定環境保全公共下水道事業計画」に基づき、下水道の整備を
推進します。
（２）更新事業
　令和２年度に策定した「霧島市下水道ストックマネジメント計画」に基づき、管渠、処理場等の計画的な更新を実施し、保有す
る資産を適切に維持管理します。

２雨水
（１）新設事業
　下水道整備区域内における内水氾濫を軽減・防止するため、災害に強い防災基盤を整備します。

２．元金償還金
　汚水は令和２年度までに借りた企業債の元金償還金の残高の推移を見ると償
還していくに従って金額は減少しますが、今後使用料の改定をもってしても足り
ない工事費が令和３年度以降にもあり、今後も企業債の借り入れを行う予定の
ため令和４年度以降から始まる償還金が増加する試算となりました。
　雨水は令和３年度より事業に着手するため、これから借りる企業債の額が大
きくなるため、元金償還額も増加する試算となりました。元金・利息とも基準内繰
入として一般会計からの繰り入れとなります。

　
　

１．建設改良費
（１）汚水
①新設事業
　国分隼人処理区は令和３年度から令和９年度までは事業認可区域984haのう
ち未整備の91haを整備し、令和10年度から令和22年度までに残りの全体計画
区域398haの整備を終了する予定です。

②更新事業
　「霧島市ストックマネジメント計画」に基づき、管渠、処理場等下水道施設の計
画的な更新工事を実施します。

・管渠、マンホール
　管渠本管は標準耐用年数が50年ですが、内部に部分的に腐食があり、更新
の必要がある管があります。また、高千穂処理区は地熱等により本管全体で変
形・ずれが生じ、布設替えが必要な管があります。
　マンホール蓋は国分隼人処理区で約60箇所の取替と修繕、高千穂処理区に
おいては約100箇所の取替更新が必要です。
・処理場、ポンプ場
　ストックマネジメント計画を効率的・効果的に実施するため、まとめた資産ごと
にリスク評価を行い、優先順位を検討・整理しました。リスクの高い資産から改
築するため、令和３年度より順次実施設計を行い、更新工事を実施する予定と
して工事費を試算しました。
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②　収支計画のうち財源についての説明

　

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（１）使用料
　段階的に改定することとし、令和４年度から125円/㎥、令和９年度から150円/
㎥で試算しました。

（２）他会計補助金
　総務省の繰出基準に基づき、分流式下水道等に要する経費、雨水処理に要
する経費等に対する一般会計繰入額を算定しています。
　令和４年度から使用料改定に伴い使用料収入の増加が見込まれるため、基
準内繰入金を原則として受け入れることとしました。

（３）企業債
　建設改良費の財源として、補助金・受益者負担金等の資本的収入と補填財源
があります。この財源をもってしても不足する財源については、企業債を利用す
ると試算しました。
なお、償還年限は汚水が40年、雨水が25年で積算しています。

（４）国庫補助金
　建設改良費のうち国庫補助の対象となる事業費の50％（補助率）で積算して
います。

（５）受益者負担金等
　国分隼人処理区では供用開始区域の拡大に伴う新規の受益者の増加を見込
み、積算しています。
　また、高千穂処理区を含む全域で宅地化等による徴収猶予取り消しに伴う増
加を積算しています。

①営業費用（減価償却費以外）
　減価償却費以外の営業費用については新設事業等に伴う増加を見込んで積
算しています。
　今後も管渠の拡張工事を行い下水道の整備を進め、同時に施設の更新も多く
なることから下水道事業の推進に必要な職員数を確保することを想定していま
す。

②減価償却費
　既存固定資産のほか新設事業で新たに取得する固定資産に係るものを積算
しています。
　
③営業外費用
　利息については利率の低い有利な起債を借り、営業外費用の減少に努めま
す。

目　　　　　　標

（１）下水道使用料の改定
　総括原価方式により投資の原資を確保するため、令和９年度に150円/㎥に改定し、経費回収率100％達成
を目指します。
（２）他会計補助金の基準内繰り入れ
　独立採算に基づく経営を行うため、使用料改定による収入の増加を図り、基準外繰入金の削減を実施しま
す。
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

その他の取組 該当事項はありません。

使用料の見直しに関する事項
令和４年度に下水道使用料単価を125円/㎥に改定します。
また、令和９年度に150円/㎥に改定する予定です。

資産活用による収入増加
の取組について

該当事項はありません。

広域化・共同化・最適化に関する事項 該当事項はありません。

投資の平準化に関する事項 該当事項はありません。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

先進団体の動向を注視します。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

使用料見直しのサイクルに連動させて５年ごとに改定します。

動力費に関する事項 該当事項はありません。

薬品費に関する事項 該当事項はありません。

修繕費に関する事項 該当事項はありません。

その他の取組 該当事項はありません。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
引き続き検討します。

職員給与費に関する事項 必要となる組織体制を維持し、業務の効率化を図ります。

委託費に関する事項 該当事項はありません。

その他の取組 該当事項はありません。
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